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1 。2000 年 改 革 以 前 の フ ラ ン ス の 失 業 保 険 制 度
フランスの失業保険 制度は、フランス「社会保護（protectionsociale）」制度の中で、法律に基づ
いて設立・運営されている「社会保障 （sScuritesociale）」制度 とは区別 されたものとして、補足年
金とともに、全国レベ ルで行われる労使間 の労働協約に基づ き設立・運営されている制度である。o
このことから、「労使団体の自治と政府介入 の弱さ」が特徴 と言 われるフランス社会保障 においても、
失業保険はこの特徴が特に顕著に表 れた分野であると言われたりした。2）
失業者に対しては、 また、失業保険のほかに、種々の扶助制度もあり、部分失業 に対 する補償制
度 も存在した。




作成等 の出先機関 としての業務 を担当した。ASSEDIC は また、県 の雇用・労働・職業 養成 局やANPE
（公共職業安定所:Agencenationalpourremploi ）と緊密に連携し、失業者と失業保険給付




失業保険 は、すべての賃金労働者を適用対象 とし、いわゆる「完全失業」の場合だけでな く「部
分失業」の場合 も保障していた。①正当な理由なしに最終職 を自発的に辞職していないこと、②季
節失業でないこと、③求職者登録をし て求職活動をしてい ること、④肉体的に就労可能であること、
⑤60 歳未満で老齢年金の受給資格がないこと（60歳からは老齢年金の受 給対象に入るた め、失業保
険 の適用対象から除外される）を必 要条件として、給付が支給されることになっていた。
失業保険の財源は主として労使の一般拠出によっていたが、 これとは別の特別な補足拠出 も財源
の一部 となっていた。一般拠出の拠出率は報酬に応じて2 段階 に分かれてお り、1997 年1 月の労働
協約では、①標準報酬月額が13,720 フラン未満の場合、拠出率 は6.18％ で、使用者が3.97％、労働者
・東洋大学国際地域学部教授
























最終8 月に4 月間の加入 4 - - 4

































中上 ：2000 年 フ ラン ス失業 保険 改革 とparitarisrae 173




ま続けていくことに対して不満 を高めていた。 フランスの経営者団体であるMEDEF( フランス企




営 を阻害してきたとの認識の下に、2000 年12 月31 日 をもって労使共同運営(gestionparitaire) の全
組織から経営者団体を撤退させるとの意向を示した上で、財政均衡 と効率性を重視した方向に「社
会保 護制度全体を根本的 に改革する」ための見直し作業を今後労働組合組織との間で行う ことを決
議した。6)こうしたMEDEF の圧力 を受け、 フランスの5 つの主要労組であ るCGT( 労働総同盟)、CFDT(
フランス民主労働総同盟:ConfederationFrancaisesDemocratiqueduTrvail) 、CFTC( フ
ランスキリスト教労働者同盟:ConfederationFrancaisedesTravailleursChretiens) 、FO( 労働者
の力:Forceouvriere,CGT-FO) 、CGC 管理職総連合:(ConfederationGeneraledesCadres) はMEDEF




の更新交渉であり、この協約に基づ く失業保険制度改革であった。 また、2000 年の7 月1 日に期限
の切れる労働協約の改定についても労使の協議が行われることになった。2000 年3 月17 日 に、失業
保険を運営するUNEDIC( 全国商工業雇用協会) の役割を再定義 する目的で、最初 の労使交渉が行
われた。そこで、MEDEF は、失業保険 を「雇用復帰対策の有効な手段」とするために、職業養成7)、
失業補償、求職活動を密接に連動させたいと主張し、そのために5 つの基本的 な方向を提案した。
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④転職協定や転職職業訓練手当などが、代替的な措置もなく廃止されている。
⑤協約が違法な条項を含んでいるので、協約全体が承認されない。川
5 大労働組合 のうち失業保険改革 に反対し ていたCGT とFO を除 く3 組合と経営者側が、6 月14
日に合意の議定書（protocole）を決め、最終判断を各組合執行部に委ねた後で、さらにCGC が合意
から離脱し、6 月15 日にはCFDT とCFTC の2 組合だけがMEDEF との合意を承認した。6
月29 日、MEDEF 、CGPME 、UPA の経営側と、CFDT とCFTC の二つの労働団体は、新しい
失業保険制度をつくる新UNEDIC 協約の内容で合意した。（7 月1 日の第1 次協約）このテキスト
は、6月14 日に合意された暫定協約に基づいて作成 された。新協約 は2003 年12 月31 日までの実施が目
指さ れた。 この新協約によ れば、失業手当 はもはや失業補 償ではな くなり、「雇用復 帰支援手 当
（Allocationd ’aideauretouraFemploi ）」 となる。2001 年1 月1 日以降の新たな失業者は全員、契
約によってPARE （雇用復帰支援計画）に登録し なければならなくなり、他の選択肢はなくなる。
失業 者が「正当な理由なしに」個別の行動計画への参加や評価面接への出席、「勤 勉に」職業 養成 を
受けることを拒否した場合、手当の支給が打ち切られる。斡旋された就職を拒否した場合 も、最初
に警告書が送られてから、手当 が20％削減され、最終的には手当 は打ち切られる。不服申し立ては、ASSEDIC
（地域商工業雇用協会）の労使同数委員会へ15 日以内 に提出されなければならない とさ れ
た。2001年1 月1 日の前 までに既存システムに登録している求職者もPARE を選択するこ ともでき
るが、従来のシステムにとどまることもできるとされた。
この協約では、UNEDIC とANPE （公共職業紹介所）の役割は明確に区別された。ANPE は、引
き続 き求人 や情報の伝達を担当し、ポストや職業活力養成 を提案する。使用者は、引 き続きANPE
に求人情報と「提案に対して実現された結果」を伝える。一方、民間機関であるASSEDIC が、PARE
の制度を管理し、各求職者とPARE との契約締結を担当し、各手当受給者の「個人行動計画の良好
な展開を2 ～4 週間間隔で」確認することになった。 また、使用者が雇用に関する「予測調査」 を
提出するのはUNEDIC になり、そこで職業部門ごとに年次総括が行われるとされた。保険料の拠出
水準 も段階的に引 き下げられ、2002年7 月1 日からは、使用者が3.23％、労働者が1.67％となるとさ
れた。しかし、協約には、2003 年12 月 までの実施期間全体を通じ て収支の均衡が守 られねばならな
いと明記されたので、調印した労使は、保険料の拠出水準の再引 き上げから「逓減制の復活」 まで
の財政防衛の措置を講じるこ とがで きることになっていた。この協約の内容 は、6月28 日にオブ リ雇
用相に伝えられてお り、当局の承認が待たれていた。 また、協約では、協約に調印しない団体 は関
連機関から排除されることになっ ていた。調印しなかったCGT 、FO 、CGC の労働三団体は、共同
声明の中で、補償範囲の改善、解雇を防 ぐ企業の責任、再就職の援助 の三 つの側面 を強調し、新規
交渉の開始を要求し続けるとともに、対案を作成した。12)2000
年6 月30 日オブリ雇用連帯相がデクレを発表し、この日期限切れとなる失業保険の協約 の延
長 を可能にした。 これは、雇用連帯相に新協約についての検討 の時間を与えるものであった。















































は、最終的にはMEDEF とCFDT 「」民主労働同盟)、CFTC( キリスト教労働者
同盟) およびCGC(









（1) 協約や その付則 によれば、2001 年7 月1 日以降、全ての失業者は、今回新たに失業保険 制度 に
盛 り込 まれたPARE （雇用復帰支援計画）に署名し組み込 まれることとなる。PARE は、求職者 と







であるPAP （個別支援プロジェクト：Projetd ’actionpersonalise）が作成され、ANPE （公共職業安
定所）と失業 者がともに署名 する。PAP はANPE と失業者の双務契約なのである。PARE やPAP に
は、再就職に必要なさ まざ まな職業養成計画や職業 養成給付、創業支援、住居の移転 といった地理
的移動への支援および就職困難者を採用した企業への支援等が付随することになっていた。 その内
容は各人の「雇用確保力」に応じたものとなることになっていた。PARE
署名 後6 ヵ月間 でい かな る仕事 も見 つけら れなかった場 合、 また はい かな る雇 用 の オ
ファーもなかった場合、ANPE はPAP の実行に着手する。さらに6 ヵ月経過し て、求職者に雇用を
オファーできない場合は、PAP の新たな実行が着手される。それは、雇用への多様な誘いが中心と
なる。どんな場合で も、PAP は追跡調査のためにASSEDIC に伝達される。
（2〉PARE に署名した失業者が、上記の活動にもかかわらず就職 にたどり着けなければ、以前の稼
得労働 のおかげで権利が獲得された期間、失業手当の支給が維持される。従来の失業手当逓減条項




一 方ヽ2001 年7 月1 日以前にUNEDIC に登録した失業者 については、7月1 日以降の新規の失業
者 のようにPARE とPAP の制度を選択 することもできるが、選択しない権利 も認 められており、選
択しない場合は、失業手当の逓減制 が引き続 き適 用されることになっていた。
（3)2001 年7 月1 日から新たな失業給付受給の条件 は、それまでの「過去8 ヵ月中に4 ヵ月」に代え
て「過去18 ヵ月中に4 ヵ月」以上失業保険料 を納めている者 となる。2001 年7 月1 日以前からの失業
者 については、それまでの権利を保ちながら新制度に移行 することができる。
（4） 新協約は、高齢失業者手当 （AllocationchSmeursages:ACA ）（求職者がすでに老齢保険に160
四半期以 上拠出している場合に、UNEDIC の給付の受給期間が過ぎて も、60 歳 になるまで100 ％の
給付が受けられるというもの）、転職職業養成手当、および転職協定于当の廃止を定めており、2002
年1 月1 日以降は、これらの給付 は廃止 される。
（5)2001 年1 月1 日から、失業保険料率 は使用者が0.19％下がって3.78％、労働者が0.19％下 がって2.02
％となる。この最初の引 き下げ は28億 フラン（当時1 フラン=16.62 円）に相当する。2002 年には
さらに2 回の引き下げ{2002年1 月1 日 と6 月1 日に各0.1％ずつ）が予定されていたが、雇用連帯省
は「失業保険制度財政が均衡しているという条件下にある場合 にしか実施 されない」 と、その後の
引下げはUNEDIC の財政状況によることを強調した。また、2001年7 月1 日からは、社会保障の限
度 を超 えている高額賃金に対する0.5％を上限とする追加保険料率は廃止され、就職困難な状況にあ
る失業者を採用した企業 は、保険料負担軽減の援助を受 けることができることになった。
（6) 求職者が給付 を受けるためにPARE の制度へ登録することが義務 なのかどうかについては、経
営者の強制的性格は明らかだとする見解とは対照的に、政府 は複雑な立場に立っていた。政府 は繰
り返して、PARE に署名し なくとも手当 の支払いの障碍にはならない と強調す るのをためらわな
かった。 コンセイユ・デタもこの問題 に明確には答えず、PARE の契約 は補償の付加的条件を構成
し ていない というにとどめていた。政府の見解に従えば、失業者がPARE への登録 を拒否した場合
でも、失業補償の受給にはいかなる影響 も与 えない ことになっていたが、労働法典 は、失業登録方
式について何 も定めていないので、法廷闘争 に持ち込まれる可能性が大きいと考えられていた。
また、PARE に登録した失業者がPAP への登録を拒否した場合 の扱いについて も、政府 とANPE
はその失業者は逓減しない手当 を受 け取り続けることができると考えていたが、MEDEF はPARE
とPAP は不可分であるとの立場 をとった。17)
III. 失業 保 険 改革 の評 価
以下では、RobertLAFORE の論文によって、今回の失業保険改革をどのように理解したらよい
かを考えてみたい。




































もう‾つは『参加型 （departicipation ）]paritarisme である。事実上、政府によって認められたparita







年12 月31 日の団体協約が、あ る程度政府によってもたらされたものであ るにもかかわらず、労
使の組織により同等に管理される制度を生 み出したということである。経営者側 とCGT 以外の組
合は、『関係者による管理（gestionparlesinteresses ）』の名 の下 に、社会保障の「国家管理化 （d'etatisation
）」』に反対したのであった。 ここでは、職業間団体協約がUNEDIC の定款（lestatut）を












ある決定的手段であることが明らかになる。国 はそのことをよく理解し ていた。こうし て、1958 年
以来、大臣 は、交渉が不調である とき労使に受け入れ可能な妥協点 を見いださせるために、 また、
労使 に国や政府の権限を尊重することが必要であることを思い起こさせるために、この武器を使用
した。つ まり、『純粋』の場合でさえ、paritarisme は、労使の『自治（autonomie ）』ではないのだ。

















限の強化を受け入れざるを得な くなる。1979 年1 月16 日法－1979 年5 月16 日の職業間合意によって
完成 される一がUNEDIC の内部で保険 のメカニズム と失業 者への公的援助 を結びつけた 後で、1984
年改革 は、UNEDIC の内部でも、「保険制度 （regimed'assurance 」」と「連帯制度 （regimedesolidarite
）」を区別した。「保険制度」では手当が逓減制の原則 に従う。「連帯制度」では、補償を最
低生存手当 （allocationminitnaledesurvie ） に置き換えて、拠出を就業中の賃金から全面的 に切 り
離し た。これは、paritaireの仕組みと公共政策の錯綜 という点で特に重要であったが、こうした錯綜
は、専 ら財政的な理由から、長期失業者であって社会保険被保険者である労働者を、扶助の論理で、
国家 の負担の下に置いてし まう という点 にも見られた。80
年代初めの「早期退職年金」－55 歳以上の労働者に対する一時しのぎの失業対策一 は、失業保
険の収入を早期退職年金や退職年金の制度 に移転 することを強制した。企業 に求職者を雇い入れる
ようにし向けるために企業 に手当を支払うことを可能にする「協力契約」の設置や、失業保険受 給
者や若い職業研修生や失業保険の手当を請求できない人々の就職支援に乗り出すことで、UNEDIC
は、国家の傍らで失業補償だけを扱う制度 というあり方を大きく超 えて、雇用創出の機能 も果たす
ようになった。こうして、1988年 には、国 とUNEDIC の間の協約によって『再就職 養成給付（alloca-tionformation-reclassement
）』や 『研修終了手当』が制定 された。 同様に、全国雇用基金 （Fondsnationaldel'emploi
）についてのいくつかの協約 が、失業保険制度の参加を得て、手直しされた。UNEDIC














する。労使代表 は、権利主張の論理 と連帯 を制度的政治的利益に繋がなければならない。国家は ま
た、政策をつくり、実行するための中継ぎを必要 としているので、その政策に代表的な団体を参加
させることに利益を見つけるに違いない。それゆえ、paritisme は、組合 と経営者と国家を結びつけ
る多様な相互依存を制度化することになる。 とはいえ、関係者 の定義 と相互活動の領域は、国家が
決定することになる。MEDEF
がparitarisme を「刷新す る」ためのキャンペーンを始めたとき、主要な標的は、社会保
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しなかったり、加入や手当受給の要件を満たさなかった求職者に給付を支給している。両者は、統合の傾向
を強めた時期や分離に向かった時期を繰り返しながらも、常に不完全ながらも相互に補完しあってきた。失
業補償は、国家による制度と労使団体による制度との二重構造のもとで行われてきたわけで、この点から、
フランスの失業補償制度においても国と労使団体とのtripartismeが存在することを確認することができる。
また、2000 年の失業保険制度改革によって創設される制度は、失業手当を受給できる（相対的に見て恵まれ
た方の）失業者と、手当受給の権利が終わったり、職業経験がなかったり、不安定な雇用であったりして雇
用から最も遠ざけられている求職者とを区別し、結局のところ、後者を国が実施する救済や「連帯雇用」に
追い込もうとするもので、国の制度と労使団体による制度とを分離の方向に推し進めようとするものだとも
いわれる。C.DANIEL, “L ’indemnisationducliQmagedepuis1974:d'unelogiqued'integrationaunelogiquedesegmentation",Revuefrangaisedesaffairessociales,jui
】】et-dScembre2000,pp.29-46.
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Lareformedel'assurancechomagedeI'annee2000enFranceetleparitarisme
MitsuoNAKAGAMI
Leregimefrangaisd'assurancechomagequiestfondesurlaconventioncollec-
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